
富山県創業プログラム等実施支援事業費補助金交付要綱 

 

（目的・趣旨） 

第１条 この要綱は、富山県補助金等交付規則（昭和37年富山県規則第10号。以下「規

則」という。）第21条の規定に基づき、富山県創業プログラム等実施支援事業費補助

金の交付について必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、「補助事業者」とは、市町村、商工団体、知事が適当と認

める創業支援施設の運営事業者をいう。 

２ この要綱において、「補助事業」とは、起業塾やセミナー・イベントなどの起業

家育成・支援プログラム（以下、「プログラム」という。）をいう。 

 

（補助金の交付） 

第３条 知事は、補助事業者が行う補助事業の実施に対し、予算の範囲内において補助

金を交付するものとする。 

 

（補助対象経費等） 

第４条 補助対象経費、補助率及び補助額は、別表のとおりとする。 

２ 補助金の額に千円未満の端数が生じたときは、その端数は切り捨てるものとする。 

 

（補助金の交付の申請） 

第５条 規則第３条の規定により補助金の交付を受けようとする補助事業者は、補助金

交付申請書（様式第１号）を知事に提出するものとする。 

２ 前項の補助金交付申請書に添付する書類は、次のとおりとする。 

(1) 事業計画書（様式第２号） 

(2) 補助事業者概要書（様式第３号） 

(3) 収支予算書（様式第４号） 

(4) 見積書の写し又は積算の根拠となる資料 

(5) その他参考となる資料 

 

（補助金の交付決定） 

第６条 知事は、前条の申請書の提出があったときは、当該申請に係る書類の審査及び

必要に応じて現地調査等を行い、補助金を交付すべきと認めたときは、速やかに補助

金の交付決定を行うものとする。 

 

（交付条件） 

第７条 規則第５条の規定により補助金の交付に付する条件は、次に掲げるとおりとす

る。 

(1) 補助事業に要する経費又は補助事業の内容を変更する場合においては、補助事

業者は、あらかじめ、変更承認申請書（様式第５号）を知事に提出し、その承認

を受けること。ただし、次条に定める軽微な変更については、この限りでない。 

(2) 補助事業を中止し、又は廃止する場合においては、補助事業者は、あらかじめ、



中止（廃止）承認申請書（様式第６号）を知事に提出し、その承認を受けること。 

(3) 補助事業が予定の期間内に完了しない場合又は当該事業の遂行が困難となっ

た場合においては、速やかに知事に報告して、その指示を受けること。 

(4) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産は、補助事業完了後において

も善良な管理者の注意をもって管理するとともに、その効率的な運営を図ること。 

(5) 補助事業に係る帳簿その他の証拠書類を整理し、補助事業完了の翌年度から起

算して５年間保管しておくこと。 

 

（軽微な変更） 

第８条 前条第１号ただし書の規定による軽微な変更とは、事業費の20％未満の変更と

する。 

 

（交付決定の取り消し） 

第９条 知事は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、規則第15条の規定に

基づき、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により、補助金の交付を受けたとき。 

(2) 第７条に規定する交付条件に違反したとき、又は同条の規定による知事の指示

に従わなかったとき。 

 

（補助金の返還） 

第10条 知事は補助金の交付の決定を取り消した場合において、既に補助金が交付され

ているときは、規則第16条第１項の規定に基づき、期限を定めてその返還を求めるも

のとする。 

 

（実績報告） 

第11条 補助事業者は、当該交付決定に係る事業終了後、速やかに実績報告書 

（様式第７号）を知事に提出しなければならない。 

２ 前項の実績報告書に添付する書類は、次のとおりとする。 

(1) 実施報告書（様式第８号） 

(2) 収支決算書（様式第９号） 

(3) 事業実施を証する写真 

(4) 支出の内容や根拠を示す資料 

(5) その他参考となる資料 

 

（概算払） 

第12条 知事は、規則第13条の規定により、交付すべき補助金の額を確定した後、当該

補助金を支払うものとする。ただし、補助金の交付決定後に必要があると認められる

経費に係る補助金については、概算払をすることができるものとする。 

 

（補助事業者の努力義務） 

第13条 補助事業者は、県が構築する創業支援機関のネットワークに加入するとともに、

補助事業の参加者に、県が構築する起業家ネットワークへの加入を働きかけるよう努

めるものとする。 



 

（実施効果の報告） 

第14条 知事は、補助事業者に対し、補助事業の完了後、必要に応じ、補助事業に係る

創業支援施設の運営やプログラムの実施状況を報告させることができるものとする。 

 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第15条 補助事業者は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に

係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合は、速やかに知事にそ

の旨を報告しなければならない。ただし、消費税及び地方消費税額を補助対象経費に

含めない場合は、この限りではない。 

２ 知事は、補助事業者から前項の報告があった場合は、補助事業に係る消費税及び

地方消費税に係る仕入控除税額の全額又は一部の返還を命ずるものとする。 

 

（その他） 

第16条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１日から適用する。 

 

 

 



別表第１（第４条関係） 

 対象経費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助対象経費 
補助率 補助上限額 

経費区分 内容 

プログラム実

施費用 

・講師謝金、講師旅費、印刷製本費、消

耗品費、燃料費、通信運搬費、広告料、

機器レンタル料、賃金等のプログラムの

実施に要する経費 

なお、補助対象期間は３年以内とする。 

補助対象経

費の２分の

１以内 

500千円 

 


